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要旨 

 ある国の対外貿易構造を議論するツールとして、わかりやすく示すために工夫された図

表が「純輸出比率曲線」である。横軸に累計した貿易規模シェアの数値を、縦軸に純輸出

比率の数値をとって描いた曲線である。本論文では、「純輸出比率曲線」の導出に至るまで

に参考にしてきた先行研究について述べ（第 1節）、さらに「純輸出比率曲線」の導出法

について詳しく触れ（第 2節）、次に具体的な分析例として、「純輸出比率曲線」による日

本の対外貿易構造の議論を行なう（第 3節）。そして 後にまとめ（第 4節）を述べる。 

 

キーワード：貿易構造、純輸出比率、貿易規模シェア、純輸出比率曲線、スピアマンの ρ に

よる順位相関係数 

 

1.    はじめに 

 ある国（あるいは地域、例えば ASEAN）の貿易相手国（あるいは対世界、対地域）と

の財の貿易構造を図示することによって明らかにするために開発された分析ツールを「純

輸出比率曲線」（Net Export Ratio Curve：NER Curve）という。縦軸に各財の純輸出比率1の

数値をとり、横軸にその財の貿易規模シェア2の累計値の数値をとって表した曲線を「純輸

出曲線」と呼称する。寺町はこれまで論文では寺町(2006)、寺町(2007)、寺町(2008)、寺町

(2009)、 Nguyen and Teramachi (2012) で議論を深めてきた。また学部の講義でもある国の

貿易構造について説明する際に「純輸出比率曲線」を用いてきた。これまでの研究・講義

を通じて、「純輸出比率曲線」に関する導出法、分析方法、メリット・限界について大体わ

かってきたので、この場を借りて小論としてまとめることにした。 

 「純輸出比率曲線」は、貿易構造を扱う分野において例を見ない新しい図表というわけ

ではない。過去の文献では、これに類似した図は提供されてきたし、寺町もその影響を強

く受けながら現在の「純輸出比率曲線」の図表に至っている。また、「純輸出比率曲線」の

「純輸出比率」という用語も、これまで「貿易特化係数」という用語でしばしば用いられ

てきた3。「純輸出比率曲線」の議論に進む前に、「純輸出比率曲線」を生み出した経緯につ

                                                              
1 ある財 j の純輸出比率の算出式などについては後述する。 
2 ある財 j の貿易規模シェアの算出式などについても後述する。 
3 寺町(2006)、寺町(2007)において、「貿易特化係数」という用語を実際に用いてきた。し

かし、算出する係数は、単に純輸出の比率であるはずなのに、貿易の特化を決定する重要

な係数という響きがあり、一方向の貿易、双方向の貿易もありうる可能性の中では強すぎ
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いて先行研究に触れながら議論を進める4。 

先ず、渡辺(1982)の図 6-1(p.173)と図 6-2(p.175)がある。産業連関分析で使用されるスカ

イラインマップを想起する図でもある。前者の図は、貿易特化係数（ここでいう純輸出比

率）の数値が低い順に 22 部門の製造業部門を縦軸に並べ、横軸にはそれぞれの部門に対応

する「貿易特化係数の数値と貿易収支の値」をとり、各部門の貿易特化係数の点の軌跡と

各部門の貿易収支の数値を表わす棒グラフの２つを示している。他方、後者の図では、縦

軸に貿易品目の品番を番号順に並べ、さらにそれぞれの貿易品目の(ここでいう)貿易規模

シェアの数値に対応した長さを縦軸にとり、横軸には該当する品目の貿易特化係数（ここ

でいう純輸出比率）の値をとり、各貿易品目の貿易規模シェアの縦軸の幅と貿易特化係数

の横軸の長さからそれぞれに該当する矩形グラフをもとめている。われわれの｢純輸出比率

曲線｣のように、純輸出比率(貿易特化係数)の数値を高い順に並べることを基本としている

のではなく、貿易品目の貿易特化係数の数値を貿易品目分類の番号順に並べて議論してい

る点が異なっているところである。 

もう 1 つ別の出所として、高中(2000)がある。そこにはバラッサタイプの顕示的比較優

位 Revealed Comparative Advantage（RCA）を用いた国別の｢RCA 構造｣の図が導出されてい

る。縦軸には RCA の数値をとり、横軸には RCA の高い数値順に貿易品目を並べて、RCA

の点の軌跡を示したものである。さらにもう 1 つ、縦軸には同様に RCA の数値をとり、

横軸には輸出比率（ここでいう貿易規模シェアに対応した用語で表現するならば輸出規模

シェアとなろう）の数値をとり、縦軸の RCA の長さと横軸の輸出比率の幅による矩形グ

ラフを導いている5。 

 渡辺(1982)・高中(2000)は、いずれもわれわれの「純輸出比率曲線」とは異なるものであ

るが、ある国（あるいは地域）の対外的な貿易構造の特徴を明らかにすることを目的に、

貿易データの加工データを用いて曲線を作成して議論するという点は共通している。渡辺

(1982)で用いられた加工データは、われわれの用語でいえば、各貿易品目の純輸出比率と

貿易収支の数値、各貿易品目の純輸出比率と貿易規模シェアの数値である。この点、われ

われの「純輸出比率曲線」を導出する加工データを選定する際に大いに参考にしている。

しかし、渡辺(1982)では導出された「矩形型」の曲線から貿易構造の全体像についてはあ

まり関心を向けてられず、むしろ製造業部門 22 部門の貿易構造変化の傾向に議論の中心が

置かれていた。これに対して、われわれの「純輸出比率曲線」は、比較の基準となる基準

年の純輸出比率曲線を必ず右下がりの曲線になるように順序付けをして作図し、当該国の

対外的な貿易構造を全体としてとらえることに重きを置いて議論をしている。この点は両

                                                                                                                                                                                       

る表現と思われる。このため本稿では、「純輸出比率」という呼称を採用している。 
4 寺町(2006) の図 5-4（130 ページ）では，「純輸出比率(曲線)」という用語ではなく「貿易特化

係数(曲線)」と呼称し、曲線の形状も階段状とは異なる折れ線グラフの表現となっている。 
5 これ以外に，特定貿易品目あるいは業種を取り上げ、縦軸には「競争力指数」（ここでい

う純輸出比率）を、横軸には年次をとり、特定貿易品目あるいは業種の競争力指数の時系

列的な推移について国際間比較をして、「重層的追跡」という呼称で議論がなされている。 

211

京都産業大学経済学レビュー　No.1　（平成26年3月）



者の異なるところとなっている。他方、高中(2000)で用いられる加工データは、各貿易品

目の RCA と輸出規模シェアの数値を用いている。これは、われわれが採用している数値

とは異なる。しかし、RCA 数値を高い順に貿易品目を並べて、導出される｢RCA 構造｣の

曲線を異時点間において比較することによって貿易構造の特徴を図示している。このわか

りやすい手法は、われわれの純輸出比率曲線を導出する際に大いに参考になっている。以

上のように、2 つの先行研究の手法を部分的に取り入れながら、われわれの「純輸出比率

曲線」の導出が可能になっているといえる。 

 以下の第２節では「純輸出比率曲線」の導出方法を、第３節では 1 つの具体例として「純

輸出比率曲線」による日本の対外貿易構造の特徴について議論する。そして、第 4 節では

まとめを述べる。 

 

2.  純輸出比率曲線」の導出法 

 「純輸出比率曲線」の座標は、縦軸にはある部門（あるいは財）の「純輸出比率」の数

値をとり、横軸には対応するある部門（あるいは財）の累計された「貿易規模シェア」の

数値をとる。「純輸出比率 	 」は、ある部門ｊの純輸出額をその部門の輸出額と輸入

額の和で除して数値の百分率を表したものである。算式で示せば、 ある部門ｊの「純輸出

比率 	 」は、 輸出額を 、 輸入額を Ｍ とすると、 

		 	 Ｍ / Ｍ ∗ 100 

 

と表すことができる。算式の数値がプラス 100 に近いほど、輸出額は輸入額に比べて大き

いことを、数値がマイナス 100 に近いほど、輸入額は輸出額に比べて大きいことを、そし

て数値がゼロに近いほど、輸出額と輸入額は同程度の大きさであることを意味する6。純輸

出比率の算式から、ある部門の純輸出比率が正値であるときには、その部門の輸出額が輸

入額を上回り、純輸出比率が負値であるときにはその逆に輸入額が輸出額を上回る。この

ことから、前者の場合にはその部門を「輸出財」部門、後者の場合にはその部門を「輸入

財」部門と呼称することにする。 

 他方、「貿易規模シェア」(Trade Scale Share :TSS)は、ある部門（あるいは財）ｊの輸出

額と輸入額の和を輸出総額と輸入総額の和で除した数値の百分率で表わしたものである。

算式で示せば、ある部門ｊの｢貿易規模シェア( )｣は、輸出額の合計を∑ 、輸入額

の合計を∑ とすると、 

                                                              
6 純輸出比率の数値は百分率で表しているが，小数値で表しても問題ない。その場合には，

算式の数値がプラス 1 に近いほど輸出額が輸入額に比べて多いことを，数値がマイナス 1
に近いほど輸入額が輸出額に比べて多いことを，そして数値がゼロに近い場合には輸出額

と輸入額が同程度の大きさであることを意味する。 
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∑

	∗ 100 

 

と表わすことができる。数値は 0 から 100 の間の数値をもち、対象とする貿易品目の輸出

額と輸入額の和の大小により、その貿易規模シェアの数値も大小となり、すべての部門の

貿易規模シェアの累計値は 100 となる。 

 ところで、純輸出比率について 3 点ほど、もう少し立ち入って議論をしておきたい。純

輸出比率の算式に類似した算式に「貿易重複度(TOL: Trade of Overlapping)がある。ある部

門 jの「貿易重複度(TOL j)は、 

 

TOLj = Min[輸出額 EXj，輸入額 IMj]／Max[輸出額 EXj，輸入額 IMj] 

 

と表される。この算式は、産業内貿易について議論する石田(2011）、石戸他(2005)などの

論文において多数採用されている。「純輸出比率」と「貿易重複度」は一見関連していない

ように思われるが、両者は各部門の輸出額と輸入額を用いて算出した数値であることから、

図 1 において示すように、両者は密接な関連をもっていることがわかる7。「純輸出比率」

の数値を横軸にとり、それに対応する「貿易重複度」の数値を縦軸にとっている。ある部

門の輸出額と輸入額が重複する程度が大きい場合には、「貿易重複度」の数値は 1 に近い。 

 

 

 

ある部門の輸出額と輸入額が重複する程度が小さい場合には、「貿易重複度」の数値は 0

に近い。これに反して、「純輸出比率」は前者の場合には 0 に、後者の場合には 100 あるい

は－100 に近い数値をとり、純輸出比率と貿易重複度は直線的ではないが逆比例的な関係

をもつことがわかる。ある部門の貿易重複度の数値が 0.1 であるとき、それに対応する「純

                                                              
7 図 1 は、仮想的な輸出額と輸入額を NER と TOL の式に代入するシミュレーション計算

によって描かれている。初出は寺町(2008)である。 
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輸出比率」の数値は、±81.818 となる。輸出額と輸入額の規模が 10 倍の開きがある場合の

数値である。このように両者には密接な関連があることがわかる。 

 さらに第 2 点では、あの部門（あるいは財）の「純輸出比率」の数値が、±80 の範囲内

にあるときには産業内貿易に関する用語で「双方向」貿易の部門（財）という。逆に「純

輸出比率」の数値が ±80 の範囲外にあるときには「一方向」貿易の部門（財）という。こ

こではこの概念の議論はしないが、輸出額と輸入額の倍率が 9 倍の開き、4 倍の開き 1.5

倍の開き、1 倍の開きがあるとき、それぞれの純輸出比率の数値は、±80、±60、±20、0 と

なる。したがって、9 倍以上の開きがある場合は「一方向」貿易、9 倍以下の開きの場合に

は「双方」貿易の部門（財）ということになる。 

 後に、純輸出比率は正値と負値をもつのに対して、貿易重複度は正値のみをもつ。貿

易構造について議論する際に、その部門がどの程度の輸出財部門なのか輸入財部門なのか

は、重要な情報である。貿易重複度の数値ではその情報は得られないが、純輸出比率の数

値からはそれがえられる。数値が 100 に近い場合には、その部門(財)は一方向的で輸出財

部門だとすることができる。同様に、数値が－100 に近い場合には、その部門は一方向的

で輸入財部門だとすることができる。他方、純輸出比率の数値が 0に近い場合には、正値

であればその部門は双方向的な輸出財部門であり、負値であればその部門は双方向的な輸

入財部門であるということができる。 

 さて、｢純輸出比率｣と「貿易規模シェア」の説明を用いて、「純輸出比率曲線」を導出す

る作図法について次に説明することにする。以下の説明に使用する表と図は、Nguyen and 

Teramachi (2012)において議論した表と図にさらに手を加えたものである。表 1 はベトナム

からみた対日貿易構造をSITC大分類の貿易データを3部門8に整理しまとめたものである。

1991 年から 2010 年を 4 期間に区分し、各期間の各部門の純輸出比率（NER）と貿易規模

シェア（TSS）を算出したものである。 

 

 

 

 表 1 の数値を利用して、基準年とする 2006-2010 年期の純輸出比率曲線を導出する。図

2 の縦軸には当該期の 3 部門の「純輸出比率の数値」を高い順に並べ、横軸にはそれに対

                                                              
8 SITC の 1 桁と 2 桁の分類番号を用いて，一次産品は 0, 1, 2, 3, 4 番を，軽工業品は 65, 8 番
(87, 88 を除く)を、重工業・機械製品は 5, 6(65 を除く), 7, 87, 88 番を集計して 3 部門の貿易

データを加工している。 

表1　越日貿易のNERとTSS
NER　（％） 1991-95 1996-00  2001-05  2006-10
一次産品 95 92 87 80
軽工業品 58 56 50 48

重工業･機械製品 -97 -65 -38 -33

TSS　（％） 1991-95 1996-00  2001-05  2006-10
一次産品 51 31 25 22
軽工業品 19 29 24 21

重工業･機械製品 30 40 51 57
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応した当該期の「当該部門の貿易規模シェアの累計値」を並べて作図している。さらに、

留意すべき点は、作図にあたり、各部門の貿易規模シェアの大きさが横線の長さでわかる

ように、純輸出比率曲線を階段状の形状となるよう工夫して導出している9。図 2 より、ベ

トナムの 2006-2010 年期の対日貿易構造は、一次産品と軽工業品が輸出財部門であり、重

工業・機械製品部門が輸入財部門であることが読み取れる。機械製品部門の貿易規模シェ

アは 57％もあるので、階段状の横の長さが顕著になっていることも読み取れる。 

 

 

 

 他の年期はどのような貿易構造になっているかという疑問が当然起きている。図 3 はそ

れに答えるために作図されたものである。基準年期と他の年期の純輸出曲線を比較するに

は、1 つの約束事を守る必要がある。それは、基準年期の各部門の純輸出比率について先

ず順序付けを行ない、次に、他の年期の各部門の純輸出比率の数値をその順位にしたがっ

て並べ替え、各年期に対応した純輸出比率曲線を作図することである。図 3 を見ると、い

ずれの純輸出比率曲線も右下がりの階段状の曲線となっている10。いつもこのような曲線

の推移が見られるわけではなく、時系列的な推移によっては階段が基準年期の右下がりの

形状とは異なり、上下に凸凹した形状を含む曲線になる場合が大いにあることを知ってお

く必要がある。以上が複数年期を含む純輸出比率曲線の導出法である。 

 純輸出比率曲線の導出に関わることでさらに追加すべき点を 2・3 点述べておきたい。 

第 1 に、純輸出比率曲線群の図は図 3 のように描かれた。その場合輸出財部門と輸入財部

門が何でそれがどの程度の強さで起きているかを明確にするためには、図には必ず各年期

と各部門の純輸出比率の数値と貿易規模シェアの数値をまとめた表（ここでは表 1 がそれ

                                                              
9 Excel を用いて階段状になるようにデータ入力をして作図することが可能になる。 
10 図 3を用いた 1991年-2010年におけるベトナムの対日貿易構造の場合にはすべての曲線

が右下がりとなっているが、いつもこのようにすべての曲線が右下がりになるとは限らな

い。さらなるベトナムの対日貿易構造の議論は，Nguyen and Teramachi(2012)を参照のこと。 
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に相当する）を付属表としてセットで掲載する必要がある。ここでいう「純輸出比率曲線」

とは、複数年期の純輸出比率曲線群の図と、それに付属する純輸出比率と貿易規模シェア

の数値をまとめた表を併せて提示する図表であることを意味している。第 2 に、純輸出比

率曲線群が上下に凸凹した階段状の形状を含む場合には、順位相関係数という統計的な処

理をして貿易構造の変化の程度を数値によって明らかにする必要がある11。第 3 に、ここ

での例は、時系列的な純輸出比率曲線群の比較であったが、同じ年期における異なる貿易

相手国との貿易構造を比較する議論も可能である。 

 

3.    具体的な例：純輸出比率曲線による日本の対外貿易構造 

3‐1.  4 部門による純輸出比率曲線 

 純輸出比率曲線を具体的に理解するために、日本の対外貿易構造をケース・スタディと

して取り上げる12。1979 年－2013 年の 35 年間の日本の対世界貿易構造について、SITC 分

類の 4 部門（一次産品・軽工業品・重工業品・機械製品）でみた純輸出比率曲線は、図 4

と表 2で示すことができる13。基準年期は 1999‐2003としている。4つの年期の純輸出比率

曲線はいずれも単調な右下がりの階段状の曲線という形状になっている。基準年期の曲線

は必ず単調な右下がりの曲線となるが、他の年期についても途中で階段の上下凸凹がない

曲線群となっている。 

 1979年から 2013年の 35年間を通じて、日本は一次産品と軽工業品14を輸入財部門とし、

重工業品と機械製品を輸出財部門とする貿易構造を継続して行なってきたことを確認する

ことができる。各部門の純輸出比率および貿易規模シェアには時の経過とともに変化が見

られる。特に、日本の輸出財部門である機械製品の純輸出比率の数値は徐々に低下傾向に

なること、さらに、軽工業品と一次産品の純輸出比率のマイナス値が低下傾向にあること

も注目すべき点である。これは、それぞれの輸出額と輸入額の差額が相対的に縮小するこ

                                                              
11 スピアマンの ρによる順位相関係数の具体的な議論は第 3 節で行なわれる。 
12 東アジアの貿易相手国の輸出入額である貿易額に占める対日輸出シェア・対日輸入シェ

アは、近年中国との貿易額が急激に増加してきたことを受けて低下傾向にあるという注目

すべき事実が存在しているが、ここでは純輸出比率曲線に関わることにのみ議論する。 
13 以下の議論で使用する貿易統計について、輸出額は fob 表示のドル建てを、輸入額は cif
表示のドル建てを用いている。ここでの議論では、輸出額と輸入額を同じ扱いをした貿易

統計を使用することが望ましい。すなわち、A 国の B 国への fob 輸出額を貿易統計として

用いるのであれば、A 国の B 国からの輸入額は A 国の cif 輸入額ではなく、B 国の A 国へ

の fob 輸出額の貿易統計を用いることが望ましいことを意味する。cif 貿易統計であれば、

輸出額も輸入額も cif 表示のデータということになる。しかし、A 国の B 国からの cif 輸入

額と B 国の A 国への fob 輸出額の乖離額、A 国の B 国への fob 輸出額と B 国の A 国からの

cif 輸入額の乖離額は単に fob と cif の違いの額だけであるとは理解できない以上の大きな

乖離の額となっている。このことを理由に、扱う貿易統計データをわざわざ fob 表示ある

いは cif 表示に統一するよりは、A 国の fob 表示の輸出額と A 国の cif 表示の輸入額を A 国

の貿易統計として利用した方がまだ誤差が少ないという判断をしている。 
14 軽工業品は 1979-83 年期には輸出財部門であったことを付記しておく。 
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とであり、一方向的な貿易ではなく双方向的な貿易構造になりつつあることを意味してい

る。しかし、SITC 貿易データは細分類では約 3 千品目もあり、それらを 4 部門に集約した

貿易データを扱う極めて大雑把な議論であることにも留意しなければならない。 

 

 

 

 

 以下では、4 部門の貿易財を 10 業種にもう少し細分化した貿易データにした場合と、あ

る年期の輸出額と輸入額を主要な貿易相手国に分解した貿易データにした場合の 2 つのケ

ースについて、純輸出比率曲線を用いた日本の対外貿易構造の特徴をさらに議論する。 

 

3‐2. 10 業種による純輸出比率曲線 

 1979年から2013年までを5年ごとに平均をもとめ、1979-83年期、1989-93年期、1999-2003

年期、2009-13 年期の 4 期15をとりだし、1989-93 年期を基準年期として作図したのが図 5

である。図 5 の付属表である表 3 には、各年期の 10 業種16の純輸出比率(NER)と貿易規模 

                                                              
15 1969-73 年期の純輸出比率曲線は図 5 にはない。それを加えると図が煩雑になりすぎる

ために除いている。 
16 SITC 分類の 1 桁と 2 桁の番号を用いて 4 部門から 10 業種に再分類を行なっている。一
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図４ 日本の対世界純輸出曲線（1979‐2013）
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        表2　日本の対世界純輸出比率（NER)と貿易規模シェア(TSS)
NER  1979-83  1989-93  1999-03  2009-13

機械製品 79.8 70.4 49.1 43.0
重工業品 39.2 8.6 15.2 15.3
軽工業品 24.3 -22.4 -19.0 -14.2
一次産品 -93.4 -91.0 -89.4 -84.3

TSS  1979-83  1989-93  1999-03  2009-13
機械製品 37.2 51.7 54.8 44.4
重工業品 17.3 16.3 15.8 18.5
軽工業品 6.7 9.9 11.1 10.8
一次産品 38.8 22.1 18.3 26.3

　　　　　　出所：OECD, ITCS, SITC ver2 貿易データ
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シェア(TSS)がまとめられている。表 3 には、1969-73 年期の数値も掲載されている。4 部

門の純輸出比率曲線を表す図4に比べて10業種の純輸出比率曲線は単調な階段状の右下が

                                                                                                                                                                                       

次産品は食料品と原油・原材料に区分し、前者を 0, 1, 4 とし、後者を 1, 2 としている。軽

工業品は繊維・繊維製品とその他軽工業品に区分し、前者は 65, 84 とし、後者は 84, 87, 88
を除く 8, 9 としている。重工業品は化学製品と原料別製品に区分し、前者は 5 とし、後者

は 65 を除く 6 としている。機械製品は一般機械・電気機械・輸送機械・精密機械の 4 つに

区分し、一般機械は 71, 72, 73, 74, 75 とし、電気機械は 76, 77 とし、輸送機械は 78.79 とし、

精密機械は 87,88 としている。 
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表３　日本の対世界純輸出比率（NER)と貿易規模シェア(TSS)
JPN WRD NER  2009-13  1999-03  1989-93  1979-83  1969-73

輸送機械 75.7 75.5 77.8 88.7 84.5
電気機械 13.8 37.9 70.5 82.4 80.7
一般機械 44.2 42.6 68.5 71.1 35.8
精密機械 33.4 34.0 48.4 58.5 48.8

原料別製品 24.5 17.4 12.1 53.3 49.7
化学製品 5.9 12.9 2.8 2.6 14.0

その他軽工業品 7.3 -0.5 -13.7 25.0 32.4
繊維・繊維製品 -67.0 -54.2 -35.6 23.6 57.3

食料品 -87.3 -89.8 -90.0 -81.2 -66.6
原油・原材料 -83.7 -89.3 -91.4 -95.7 -92.5

JPN WRD TSS  2009-13  1999-03  1989-93  1979-83  1969-73
輸送機械 12.6 14.6 16.2 14.4 12.3
電気機械 13.3 17.6 14.4 9.7 7.9
一般機械 14.2 17.7 17.1 10.0 8.9
精密機械 4.2 5.0 4.0 3.1 2.8

原料別製品 9.4 8.3 10.1 12.5 15.8
化学製品 9.1 7.5 6.2 4.8 5.6

その他軽工業品 7.6 7.3 6.0 3.3 4.0
繊維・繊維製品 3.1 3.8 3.9 3.4 6.5

食料品 4.7 5.9 6.8 6.4 8.8
原油・原材料 21.6 12.3 15.4 32.5 27.3

出所：OECD, ITCS, SITC ver2 貿易データ
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りになっているのは、基準年期の 1989-93 年期のみであり、他の年期の純輸出比率曲線は、

上下に凸凹した階段状の曲線になっている。図 5 と表 3 を用いながら、日本の対外貿易構

造の特徴について議論する。 

 日本の対世界に向けての輸出財部門は、45 年間継続して、輸送機械、電気機械、一般機

械、精密機械、原料別製品、化学製品であった。その他軽工業品および繊維・繊維製品に

ついては、基準年期の 1989-93 年期以降輸出財部門から輸入財部門に移行している。さら

に食料品および原油・原材料は 45 年間継続して輸入財部門となってきた。以上 3 点は、日

本の経済発展による産業構造の変化に伴った対外貿易構造変化の特徴であるとして、従来

から指摘されてきた点であり、このことは図 5 の純輸出比率曲線群によって確認できる。 

 図 5 と表 3 はさらに輸出財部門の推移について注目すべき特徴がみられる。輸送機械の

純輸出比率は年期を通じて大きな変化はないが、電気機械・一般機械・精密機械の純輸出

比率の数値は低下傾向にあり、特に一般機械・電気機械において顕著である。このことは

産業内貿易すなわち一方向貿易でなく双方向貿易が日本と世界の貿易相手国の間で起きて

いることを意味している。他方、繊維・繊維製品の純輸出比率の数値は、輸出財部門から

輸入財部門へと移行していることも顕著に示されている。 

 各年期の貿易構造の変化を統計的な数値によって議論することができる。各年期の純輸

出比率の数値を大きい順に番号を付けて、その順位が他の年期とどの程度類似しているか

を示す「スピアマンのρによる順位相関係数」17を算出することができる。順位相関係数

の数値が 1 に近ければ双方の年期の純輸出比率曲線による貿易構造の順位に変化は少なく、

－1 に近ければ双方の年期の純輸出比率による貿易構造の順位は全く逆方向の変化になっ

ているし、0 に近ければ双方の年期の純輸出比率による貿易構の造順位は全くばらばらで

相関関係はないと見ることができる。表 4 は 5 つの年期の双方の順位相関係数を算出して

まとめたものである。ρ=0 の帰無仮説による片側検定も行なっている。計算結果からいえ

ることは、純輸出比率曲線による日本の対外貿易構造は過去 45 年間比較的徐々に構造変化

を遂げながら 2009-2013 年期の貿易構造に推移してきたといえる。 

 

 

 

3‐3. 日本の主要貿易相手国別の純輸出比率曲線 

 日本の対世界の輸出額・輸入額は、すべての貿易相手国の輸出額・輸入額を集計した額

                                                              
17 スピアマンのρによる順位相関係数については加納・浅子・竹内(2011)を参照した。 

表４　ｽピアマンρによる順位相関係数
順位相関係数  1969-73  1979-83  1989-93  1999-03  2009-13

 1969-73 1
 1979-83 ** 0.830 1
 1989-93 ** 0.757 ** 0.963 1
 1999-03 * 0.696 ** 0.939 ** 0.975 1
 2009-13 * 0.648 ** 0.896 ** 0.933 ** 0.951 1

ρ=0の帰無仮説による片側検定をしている。
*は5％有意で、**は1％有意で帰無仮説を棄却することを表している。
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である。ここに示した図 6 および図 7 は、日本の主要な貿易相手国の輸出シェアと輸入シ

ェアを時系列的に描いたものである18。2000 年代初頭までは輸出・輸入とも日本の貿易相

手国の 1 位はアメリカであったが、 近ではアメリカに代わって中国が輸出・輸入ともに

1 位になっていることがわかる。日本の貿易額の約 4 分の 1 のシェアが中国との貿易で占

められている19。前項 3‐2.では、日本の対世界の純輸出比率曲線の時系列的な推移をみた

が、ここでは、2009-13 年期の対世界の純輸出比率曲線の構成要素である、日本の主要 

 

 

 

貿易相手国（ASEAN、アメリカ、韓国、中国20）との純輸出比率曲線をもとめる。基準年

期にあたるものとして基準国 ASEAN を選択し、2009-2013 年期の ASEAN の 10 業種の純

輸出比率を高い数値順に並べ、他の貿易相手国の純輸出比率の数値を ASEAN の順位にし

たがって並べ替えて純輸出比率曲線を描く。日本の主要貿易相手国の 2009-2013 年期の純

                                                              
18 主要な輸入相手国である中東の産油国は図 7 からは除かれていることに留意されたい。 
19 この点は、後の議論と関わってくる。 
20 中国の貿易データを使用する場合には、香港の扱いが重要になる。ここでは、日本の対

中国の輸出額は日本の中国と香港への fob 輸出額の合計値とし、日本の対中国輸入額は日

本の中国と香港からの cif 輸入額の合計値としている。付録にある付図 1 と付表 1 におい

て、中国を CHN+HK としているのはこのことを意味して使用している。fob 輸出額は仕

向地主義による貿易データの処理が行われている。中国の港・空港に直接向かった輸出品

以外に、香港を仕向地とした香港向け輸出品の多くは香港経由で 終的には中国本土に到

着する輸出品があると推察される。一方、cif 輸入額は原産地主義による貿易データの処理

が行われている。中国を原産地とする中国からの輸入品は直接中国の港・空港から日本に

輸入されるもの以外に、香港経由で日本に輸入されるものも中国からの日本の cif 輸入額

にカウントされている。もちろん中国から香港に輸出されて香港で付加価値が加えられた

ものと、香港を原産地とするものを加えた香港からの日本の cif 輸入額は、先ほどの中国

からの日本の cif 輸入額とは重なるところはないと推察される。ここでは中国貿易データ

は、1 国 2 制度に基づき香港を含めた貿易データと位置付け、さらに先の脚注 11 とも関連

して、中国と香港の fob 輸出額の合計値、cif 輸入額合計値を中国の輸出入額の貿易データ

として扱うとしている。 
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輸出曲線群の図と、その付属表である主要貿易相手国の純輸出比率と貿易規模シェアをま

とめた表は、付録に付図 1 と付表 1 として掲載している。 

 日本の主要貿易相手国の「2009-2013 年期の純輸出比率曲線」（付図 1 と付表 1）からい

えることは、基準国 ASEAN と比べて他の日本の貿易相手国の純輸出比率曲線は単調では

なく上下に凸凹した階段状の曲線となっている。これは要素賦存状態が貿易相手国 4 国に

おいて異なることが、形状の異なる純輸出比率曲線を示す結果となっている。このことを

より明確に示すには、統計的な処理が必要になる。日本の対世界・対 ASEAN・対アメリ

カ(USA)・対韓国(KOR)・対中国(CHN+HK)の純輸出比率曲線のスピアマンのρによる順位

相関係数がそれであり、表 5 にまとめられている。この係数は順位を問題にするだけで、

貿易規模の大小は考慮に入れていないことに留意する必要があるが、対アメリカの純輸出

比率曲線は対韓国および対中国の純輸出比率曲線とはずいぶん順位を異にする形状になっ

ていることが確認できる。対 ASEAN と対中国は類似の貿易構造を有していると思ってい

たが、順位相関係数を見る限りでは、対アメリカと対韓国の方が対中国よりも似かよった

順位を示している。また、日本の対中国の輸出入のシェアが貿易相手国では 1 位になって

いることを反映して、対世界と対中国の純輸出比率曲線の順位相関係数が高い数値を示し

ていることは極めて示唆的な結果といえる。 

 

 

 

4.    おわりに 

 ある国（あるいは地域）の対外貿易構造を図表によってわかりやすく表現することを目

的に工夫されたものが、「純輸出比率曲線」である。ある時点のある国の貿易相手国（ある

いは対世界、対地域）との貿易構造を表すために、横軸に累計した貿易規模シェアの数値

をとり、縦軸に純輸出比率の数値をとって、純輸出比率曲線をもとめる。図に描かれる具

体的な部門あるいは業種の階段状の線を明確にする純輸出比率と貿易規模シェアの数値を

まとめた付属表を、導出した純輸出比率曲線とセットにして提供されたものが「純輸出比

率曲線」である。そしてさらに前節では、純輸出比率曲線による日本の対外貿易構造の議

論を具体的に試みた。 

 国際貿易論におけるリカード貿易論・ヘクシャー・オリーン貿易論など比較優位論の理

論的な議論を説明した後に、現実の経済の対外貿易構造について貿易データを用いて説明

が行われる。その際、理論的な説明と現実の貿易構造との整合性および妥当性が議論され

る。すなわち、ある国の対外貿易構造はいかなる要因が背景にあって起きているかについ

表５　ｽピアマンρによる順位相関係数( 2009-13)
順位相関係数 WORLD Asean USA KOR CHN+HK

WORLD 1
Asean * 0.612 1
USA 0.212 ** 0.818 1
KOR * 0.642 ** 0.794 0.394 1

CHN+HK ** 0.952 0.588 0.2 ** 0.812 1
ρ=0の帰無仮説による片側検定をしている。
*は5％有意で、**は1％有意で帰無仮説を棄却することを表している。
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て議論する要素賦存論および Factor Contents 論の議論、さらに、輸出と輸入が双方向に行

なわれる貿易構造の背景は何かを見る産業内貿易論の議論が、理論的におよび実証的に展

開されることになる。それらの議論の入り口として、ここで議論した「純輸出比率曲線」

による対外貿易構造の議論は、1つの役割を果たすと期待できる。 

 確かに、ある国（あるいは地域）の対外貿易構造を「純輸出比率曲線」を用いて明らか

にすることはできるが、大きな期待をもつことは十分に慎むべきである。貿易品目の細分

類データは、SITC 分類では約 3000 品目、HS 分類では約 5000 品目ある。これらのすべて

の純輸出比率と貿易規模シェアを算出して、純輸出比率曲線を導くことは可能である。し

かしながら、描けたとしてもそれから何かを新たに期待できるとは思えない。純輸出比率

曲線にこだわらないで、膨大な貿易品目の純輸出比率を垂直的産業内貿易と水平的産業内

貿易の議論に適用したり、用途別分類（BEC）へのデータ変換による産業用資材等・部品

などの中間財の議論に適用したりするという方向に、議論を展開する方が生産的である。

1980年代以来、理論的にも実証的にも産業内貿易に関する多数の論文が発表されてきたこ

とからも明らかなように、細分類された各貿易品目の純輸出比率の数値は、一方向的な数

値だけでなく双方向的な数値を多数の貿易品目が示し、さらに水平的な産業内貿易および

垂直的な産業内貿易を包含した内容になっているのである。大分類の業種別の貿易構造を

明らかにする「純輸出比率曲線」の議論だけでは不十分な議論に留まることを認識してお

くべきである。 

 現実の国際経済のモノ市場では、企業の海外事業展開が活発に行なわれるようになり、

国際的な生産および流通のネットワークが形成され、それぞれの国の国内市場は国際市場

に密接にリンクするようになってきた。そのために、これまでのモノの国際市場のメイン

は 終財であった状態が大きく変化してきた。生産工程間貿易、tasks 貿易、国際価値連鎖、

フラグメンテーション、オフショア・アウトソーシングなどいろいろな側面に注目しなが

ら議論21が展開されるようになってきた。ここでの「純輸出比率曲線」による対外貿易構

造の議論は、 近の議論を始めるスタートラインとして位置付けることができる。 
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付録 

 本文の 3‐3. で議論している図と表をここに付図 1および付表 1としてセットで掲載する。

2009-13 年期における日本の主要貿易相手国の純輸出比率曲線群は、基準国を ASEAN 

として描かれる。他の貿易相手国の純輸出比率曲線は、ASEANの純輸出比率曲線の単調な

右下がりの階段状の曲線とは異なり、階段状の曲線が上下に凸凹していることが確認でき

る。 
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付図１ 日本の貿易相手国の純輸出比率曲線（2009‐2013）

Asean

USA

KOR

CHN+HK

付表１　2009-13年期における主要貿易相手国に対する純輸出比率（NER)と貿易規模シェア(TSS)
NER Asean CHN+HK KOR USA

輸送機械 74.0 64.9 36.8 78.7
一般機械 54.1 10.9 54.7 55.2

原料別製品 44.7 13.6 32.9 42.3
精密機械 30.4 46.3 75.4 9.1
化学製品 17.6 40.1 60.0 -23.5
電気機械 10.2 0.8 1.4 30.7

その他軽工業品 8.5 -14.9 28.5 28.8
繊維・繊維製品 -54.3 -77.7 -25.9 12.1
原油・原材料 -77.0 41.2 -28.5 -68.0

食料品 -86.4 -72.6 -64.7 -91.2

TSS Asean CHN+HK KOR USA
輸送機械 7.6 5.5 2.3 26.0
一般機械 14.8 18.4 15.8 19.5

原料別製品 12.3 10.0 20.2 6.0
精密機械 3.3 5.2 5.3 6.1
化学製品 6.6 9.0 18.4 11.0
電気機械 16.2 23.7 15.5 11.4

その他軽工業品 8.8 12.1 6.0 7.0
繊維・繊維製品 2.8 9.5 1.1 0.5
原油・原材料 22.9 3.6 12.9 4.2

食料品 4.6 2.9 2.4 8.2
出所：OECD, ITCS, SITC ver2 貿易データ
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